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Ⅰ．は じ め に

わが国の出生時の平均体重は男児3,250g（昭和48
年），女児3,160g（同49年）まで増加し，以降減少に
転じ平成29年は男児3,050g，女児2,960g となり，約40
年間で男女とも200g 減少している1）。さらに2,500g 未
満の低出生体重児（low�birth�weight� infant：以下，
LBWI）の割合は，昭和51年に男児4.5％，女児5.3％ま
で減少した後，男女とも上昇し，平成29年は男児8.3％，
女児10.6％となっている1）。

2015（平成27）年の世界における低出生体重児の
出生数は2,000万人と概算され，原因としては妊婦
の低栄養や感染症など開発途上国で多く出生してい
る2）。一方，前述のような本邦における LBWI の状況
は，OECD（経済協力開発機構）平均の低出生体重児
の割合6.5% の中で突出しているが，その要因は明ら
かになってはいない3）。

LBWI は，早期新生児死亡率や出生前後の疾病罹患
割合等が正常児より高率であることが知られている。
さらに成人後，生活習慣病の発症に影響することが解
明されつつある。英国の Barker らは，LBWI がその
後に心筋梗塞や高血圧，２型糖尿病，肥満といった成
人病を発症するリスクが高いことを疫学調査で明らか
にして，﹁成人病の胎児期起源説﹂（バーカー仮説）を
提唱した4）。近年では，胎児だけでなく新生児・乳児
を含めた出生前後における環境因子の影響をまとめ
て，﹁健康と病気の発生起源説﹂（Developmental�Ori-

gins�of�Health�and�Disease：以下，﹁DOHaD 説﹂）と
なっている5）。そのようななかで LBWI をもつ親の育
児不安の一因が児の“育てにくさ”にあることから，
健やか親子21（第２次）の重点課題﹁育てにくさを
感じる親に寄り添う支援﹂として支援の充実が図ら
れている6）。そこで，“出生時体重の低下”，“LBWI”，“子
育て支援”，“保健指導”をキーワードに本誌に掲載さ
れた論文を中心に概観し，LBWI が生まれる背景要因
とわが国の社会構造の変化に伴う支援方法の現状をプ
リシード・プロシードモデル（PRECEDE︲PROCEED�
Model：以下，﹁PPM﹂）に整理し，今後の課題を見い
だすことを目的とした。﹁PPM﹂はヘルスプロモーショ
ンのための包括的な枠組みで，﹁生活の質﹂の向上の
ためにどのような﹁健康問題﹂が存在するか明確にし，
健康問題の中で﹁行動とライフスタイル﹂と﹁環境﹂
に影響する準備要因・強化要因・実現要因の３要因に
対して働きかけることによって，望ましい行動変容が
期待できるモデルである（図）7）。

Ⅱ．低出生体重児が生まれる要因

出生時の体重は，子宮内環境や妊娠中の母体の栄養
状態を間接的に示す指標とされている。先進国である
わが国において，LBWI が出生する要因としては諸説
ある。妊婦の基礎疾患や妊娠に伴う疾病・感染症およ
び胎児の疾病等に起因する場合と，妊婦の個人要因・
妊婦を取り巻く環境要因に大別できる。正出生体重児
を出産できる環境づくりを目指す本稿では，後者の背
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景要因についてまとめる。

１．妊婦の個人要因

妊婦の飲酒・喫煙，妊娠前のやせ，妊娠中の体重
増加不良の場合が指摘され，このような環境下に妊
婦が置かれると低栄養・低酸素状態となり体重が減
少する8，9）。妊娠中の飲酒は流産，子宮内胎児発達遅
延等や出生時の低体重など胎児に影響する10）。また，
在胎週数に比べ出生体重が軽い子宮内発育不全のリス
クは妊娠中の母親の喫煙によって2.08倍となると推定
され，積極的に禁煙支援に取り組む必要がある11，12）。
妊婦の飲酒率は平成17年の16.1％から4.3％（平成25年）
に減少し，喫煙率は7.8％（平成17年）から3.8％（平成
25年）に減少している3）。

妊娠前の低体重（やせ）については，令和元年の20
歳代女性のやせの割合は20.7% と，平成30年度より0.9
ポイント増加傾向を示している13）。さらに，母親の非
妊娠時 BMI と出生体重の相関では，２者は正の相関
を示し非妊娠時の BMI が小さいほど児の出生体重が
少ないこと，非妊娠時も BMI が低いやせた女性では
LBWI の出産率が増加することが報告されている14）。
また，林らは，妊娠前の緑黄色野菜の摂取・妊娠後期
の野菜料理の摂取・妊娠中の体重増加量が少ないこと
と正期産過小児出生との関連を示唆し，過小児予防の
栄養教育は妊娠前から始めることが望ましいと報告し
ている15）。瀬尾らは，女児の BMI と親の BMI の間に
正の相関があり，女児，父親，母親の体型は，女児の
年齢が高くなるにつれ類似傾向にあると家庭の食文化
の影響を示している16）。さらに，金山らは，小児用食
行動関連質問紙を作成し，女子中学生のやせ願望にも
対応できると示唆している17）。

一方，妊娠悪阻は重症化すると食物摂取不能に陥り，
高度の脱水や栄養失調にまで至ると胎児への影響も甚
大で，母体の体重増加が不十分の場合に胎児の体重に
影響を及ぼす可能性があるとされている18，19）。

２．妊娠を取り巻く環境要因

周産期医療の発展による救命率の向上がある19）。昭
和55年に20.1（出産千対）であった周産期死亡率は，
平成29年には3.5と減少し1），新生児集中治療室（NICU）
の病床数も平成８年の2,519床から，平成26年には3,050
床以上となっている20）。次に，産科医の不足による計
画分娩である。平成17年以降，周産期医療の人材不足

から，児の安全のため帝王切開や早期の妊娠中断を選
択せざるを得ず，結果として児の妊娠期間の短縮と
なった。

さらに，医療従事者による厳しい体重制限の指導
が挙げられる21）。妊娠高血圧症候群の療養の援護等
のために，摂取カロリーの取りすぎを防ぐことに力
点が置かれていた。その後女性の間で細い体形が好
まれる風潮が強くなり，やがて妊婦の体重増加不良
が問題となり，厚生労働省は﹁妊婦のための食生活
指針﹂の中で﹁妊娠期の推奨体重増加量﹂（平成18年）
を提示した22）。現在妊婦の体重増加管理には多様な
考え方があり，統一されたものはない23）。

そのほか母親の晩婚化等に伴う不妊治療や多胎出
生の影響がある。母親が35歳以上で出産する割合は
平成２年の8.6％から，平成30年には28.7％に増加し
ている1）。また，不妊専門相談センターへの相談件数
は，平成９年の1,891件から21,452件（平成24年）に増
加し，平成16年より開始された不妊治療助成制度の支
給実績は初年度の17,657件から，平成30年には137,928
件となっている24）。多胎出生は体外受精が本格化し始
めた昭和55年代後半に急増し，生殖補助医療における
単一胚移植の推進（日本産婦人科学会による会合報告
2008年）と排卵誘発剤技術の向上などから，平成17
年以降は減少傾向である。大木は，多胎児の７割が
LBWI であると指摘している25）。

さらに，受動喫煙による影響，夫からの DV，経済
格差との関連性が報告されているが26～28），これまでに
すべてが解明されたとはいえず環境汚染，心理的社会
的ストレス等より複合的な要因を探り当てる必要性が
指摘されている21，29）。

Ⅲ．低出生体重児と疾病のリスク

Barker らが成人病胎児期発症説を提唱して以降，
多くの研究が展開されている﹁DOHaD 説﹂は，肥満，
糖尿病，高脂血症，高血圧，心血管障害，脳血管障害，
メタボリックシンドローム等，遺伝要因と環境要因の
相互作用によって発症すると考えられている。胎児期
から出生後の早期の栄養状態や毒性のある化学物質な
どの環境因子が，これらの疾患に関する遺伝子群の発
現制御に影響を与えるエピジェネティックスという考
え方である5）。また，児の成長とともに慢性腎臓病等
の生活習慣病疾患が早期に発症する可能性30）や，精神
障害，発達障害のリスクが高くなることも報告されて
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いる31，32）。﹁DOHaD 説﹂では胎芽期・胎児期から出生
後の発達期における種々の環境因子が，成長後のさま
ざまな疾病の発症に影響するとされる。

したがって，胎児期―妊娠中だけの支援ではなく乳
幼児期―特にその前半を継続的にフォローアップして
いく必要がある33）。さらに，﹁DOHaD 説﹂の重要な
点は小さく生まれた場合でも生活習慣病発症リスクを
下げることは可能で，発症疾病リスクを十分に理解し
て，ライフコース全体を通じた疾病発症の予防を行う
ことで，個人の抱えている疾病リスクを軽減できると
報告されている33）。また，LBWI は，種々の疾患のリ
スクを高めるだけでなく，正常児に比較して，虐待の
リスクが高くなることも多数の研究によって示されて
いる34）。本邦の虐待相談件数は平成11年度に比べて7.6
倍（平成26年）に増加しており35），これらの予防対策
としても LBWI の要因の解明と予防戦略の確立は重
要である。

Ⅳ．子育ての現状と支援策

１．子育て事情

本邦では共働き世帯数が増加し続け，母親の第１
子出産平均年齢は30.7歳（平成29年）で，出生総数全
体に占める35歳以上の割合は21.1％となっている1）。
晩婚化・晩産化の流れはとどまることがなく，第１
子出産前後の女性の継続就業割合も約５割と上昇し
ている36）。このような時代の子育てにおいては，核
家族世帯の増加や近隣との関係の希薄化などによっ
て，子育てに関する相談は限定される。子育てを行っ
ている者（以下，母親等）は，﹁自分の時間が取れない﹂，

﹁子どもが言うことを聞かない﹂，﹁夫の育児の非協力﹂
などと子育てがストレスとなっていることが報告さ
れている37，38）。夫の子育てへのかかわりによっては，
孤独感を感じている母親も少なくないとされる38）。

２．子育て支援

これらの解消のために，保健師等の妊産婦訪問や新
生児訪問に加えて，身近な母子保健活動推進員が生後
４�月頃までに１回は家庭訪問するなどの支援の強化
が図られている。また，自治体によってはエジンバラ
産後うつ病自己評価票（Edinburgh�Postnatal�Depres-
sion�Scale：以下，EPDS）を用いた産後うつのスクリー
ニングでハイリスク母児を把握し，一連の乳幼児健康
診査とも連携してフォローしている。

しかし，支援側にとって必要と考える母親等が支援
を求めに来ないことがあり，児童虐待に至る母児等を
確実に把握することは難しい。これらの改善を図るた
め平成30年に子育て世代包括支援センターが設置さ
れ，虐待発生予防と妊娠期から子育て期において切れ
目ない支援，つまり﹁育児を一人で抱え込まない子育
て﹂を視野に入れた包括的な子育て支援の拠点施設と
して位置づけられた。佐藤は，母子保健を包含した子
育て世代包括支援センターは，問題を指摘するのでは
なくどのような親子でも受け止め孤立させない，支援
側が利用者目線に立ってかかわることが望ましいと
指摘している39）。井倉らの育児ストレス調査では，母
親の年齢が若いほど日本版 Parenting�Stress� Index

（PSI）得点が高く，PSI 得点と EPDS 得点との間に
は正の相関が観察された40）。これらにより，産婦人
科の看護職は子育て世代包括支援センターの保健師
が母児を継続的に支援することを期待して情報提供
を行っている40）。また原田らは，病院の子育て支援プ
ロブラム参加者が，①居住期間が短い核家族，②母親
の育児経験の乏しさから孤立していたことを報告して
いる41）。

一方，江原の研究では，二次医療圏別の児対応型保
育施設の解析で，地方間で偏在がみられ，保育定員で
地方間格差があることを報告し，急性疾患で一般の幼
稚園・保育園に通園できない子どもの保育をどうする
のか議論する必要があると指摘している42，43）。また，
保育所看護師については配置されていない施設が多い
と報告されている44）。

Ⅴ．出生後の低出生体重児の親の悩みと支援

以上が一般的な母児の現状である。以下に在宅医療
を必要としない LBWI の親の悩みや求められている
支援内容をまとめた。

１．退院支援と他職種連携

稲生らは，NICU を退院した母親が母乳育児に自信
と意欲を確立するプロセスには，退院後早期に困難を
感じる時期があるとしている。その時期を克服するた
めには入院中から退院後のサポート先を確認してお
く必要があると示唆している45）。一方，黒川らの退院
支援の調査では，﹁低出生体重児の家族の会の紹介﹂，

﹁ホームヘルパー制度の紹介﹂の関連職種との連携支
援は，総合周産期センターの方が有意にできていた。
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つながらない理由としては，母児の支援は地域の保健
師に依存しているからであると報告している46）。

２．地域の子育て支援

東野らは，LBWI では乳児期以降も体格指数
（BMI︲SDS）の低い子どもに入院リスクが高まる
ことを示唆し，LBWI の乳児期以降の栄養管理が
重要と報告している47）。実際，1,500g 未満で出生し
NICU・GCU を退院した親の調査では，栄養に関する
支援の要望が最も多く，次いで遊び，運動，健康，発育・
身体，成長・発達，子育ての順であった48）。以上のこ
とは，LBWI の退院後の栄養管理が親の悩みでもあり
支援の重要ポイントであることを示している。また，
鏑木らは，NICU に入院歴のある親の調査から，児の
言語から社会領域の発達がゆるやかなほど親の孤立感
が強いことを報告している49）。小野らは，修正月齢（出
産予定日から換算した月齢）と暦月齢（生まれた日か
ら換算した月齢）があるため，どの月齢を発育や発達
の参考にしてよいのか迷う，保育士・理学療法士等の
遊びや運動・ストレッチ，靴の選び方・座り方・抱っ
この仕方などの説明が参考になったと親の声を報告し
ている48）。

永井らは，保健師の LBWI を育てる母親に対する
支援の意図を抽出し，母親の子どもの見方を広げるこ
と，生活になじむ育児方法をつくり出すこと，育児を
しやすい環境をつくり出すことであったと報告してい
る50）。

３．保育士の役割と看護師の役割

伊藤らは，LBWI を保育する困難さを抽出し，保育
士の対応は，未熟な発達に対する援助，保護者の心理
的援助，保護者との情報共有，専門職との連携である
ことを示唆している51）。また，看護師の役割は，①専
門的な知識・情報の保育士や保護者への提供，②健康
面の管理や身体的な脆弱さ，③ LBWI の社会的な未
熟さに保育士が自信をもって接せられるよう助言する
ことであると述べている51）。

４．多胎児の親への支援

年間に出産する母親のおよそ100人に１人が多胎児
の母親である。多胎育児支援のための複数のネット
ワークや全国組織ができているが，支援に地域格差が
ある25，52）。また，多胎児サークルでは解決しない課題

もあり，入院中から居住する地域の保健師や関係諸団
体と連携，情報交換・共有・提供ができるような退院
支援が重要と報告されている52）。

Ⅵ．﹁PPM﹂による要因分析

抽出された LBWI の背景要因と支援の現状を，
﹁PPM﹂の枠組みに当てはめ整理した（図）。﹁行動と
ライフスタイル﹂に影響する準備要因・強化要因・
実現要因の３要因を，“わかっていること”，“わかっ
ていないこと”に分類した結果，前者のほとんどが
LBWI の出生後の情報であった。LBWI の出生を予防
するには，妊娠期のかかわりが重要であるにもかかわ
らず，妊娠期において誰がどのような支援を妊婦に
行ったのか見えてこないことが図より確認できた。出
生後の支援では﹁PPM﹂の﹁妊産婦の行動とライフ
スタイル﹂と﹁環境﹂には影響があるが，﹁健康﹂指
標―つまりLBWIの出生率は変わらない。したがって，
妊娠期の３要因を明らかにし，出生前の健康教育につ
なげていく必要がある。

また，この結果は，筆者らが現在取り組んでいる，
妊婦に対する低出生体重児の出産リスク評価尺度の作
成を後押しするものであると考える。

Ⅶ．妊婦に対する低出生体重児の出産リスク評価尺度
の作成

筆者らは，LBWI の要因を一つひとつ探り当てる疫
学的な研究手法ではなく，妊婦の日常生活のなかの小
さな要因が少しずつ蓄積されて，一つの大きな要因と
なり，それが胎児の体重に影響を及ぼすと考え，﹁妊
婦に対するLBWIの出産リスク評価尺度﹂を作成した。
尺度の質問項目は LBWI の出産経験者と正出生体重
児の出産経験者の半構造化面接から抽出し，尺度（案）
を作成した53）。それを保育園・幼稚園児の母親に回答
してもらい，得られた児916人のデータをもとに探索
的因子分析を行い，９因子25項目（Cronbach's�α係
数0.701）からなる信頼性・妥当性の確保された尺度
を作成した（表）54）。この尺度によって，母親の妊娠
期間中の日常生活の状況を評価し，胎児の出生時の低
体重となるリスクを予測できるようにとの思いで作成
したものである。しかし，この尺度作成のための調査
は，後ろ向き研究で行い，検証したものであるため，
今後は妊婦を対象に前向き調査を行い，尺度の妥当性
を評価していく計画を立案している。さらに，将来的
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には，尺度の因子ごとに保健指導プログラムを作成し，
LBWI の発生リスク因子を軽減するための保健活動を
強化したいと考えている。そして，筆者らの作成した
妊婦に対する LBWI の出産リスク評価尺度を活用し
た今後の保健活動が，課題解決の一助になればと考え
る。

Ⅷ．ま　と　め

わが国の LBWI における出生要因とその支援につ
いて，概観して﹁PPM﹂によって整理した。その結果，
妊娠中の母親の知識や認識，医療従事者の行った指導
内容や方法，妊娠中に提供された行政支援等の情報が

少ないことが明らかになった。したがって，LBWI の
出生を予防するためには，妊娠期の支援等を詳細に評
価することが必要であり，﹁妊婦に対する LBWI の出
産リスク評価尺度﹂を活用して，要因を解明すること
が重要であることが示唆された。
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